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自治基本条例について 

運用状況の検討について 

 

 

 

本市は、平成 19年(2007年)4月に、「豊中市自治基本条例（以下、「自治基本

条例」）」を施行しました。 

この自治基本条例は、市民主権の理念をふまえた豊中独自の自治を実現する

ため、自治の主体のあり方と、市民の市政への参画と協働の仕組みなどを定める

市政運営に関する最高規範です。 

 

 

 

 

 

１．趣旨 

本市では、平成 22年度に、自治基本条例の附則第 2項に基づき、平成 19年

度から平成 21年度までの 3年間について自治基本条例の運用状況に対し検討

を行いました。その後、自治基本条例附則第 2項の趣旨に則り、平成 22年度

から平成 25年度までの 4年間における運用状況の検討を行いました。 

本書は､さらなる市民自治の発展のため、平成 26年度から平成 29年度まで

の 4 年間における運用状況について検討を行い、その結果を取りまとめたも

のです。 

今回の検討結果をもとに、これまで自治基本条例に基づいて構築してきた

制度や進めてきた取組みをさらに充実させるなど、今後も自治基本条例の理

念や原則をふまえ、規定に即した市政運営に取り組み、市民主権の理念の下で

の自治の実現を図ります。 

 

２．本書の内容について 

・市議会及び行政が実施すべき事項を規定している条項について、検討を加え

ています。 

・平成 26年度から平成 29年度の 4年間の取組みを把握したうえで､施策の実

施方法の見直しや新たな制度の導入など今後の方向性について検討し、ま

とめています。また、平成 26年度から平成 29年度の間で、新たな取組み項

目については、「◎」と表記しています。 

・各条項における 4年間の取組みを、具体的に示す数値データがある場合は、

「参考データ」として掲載しています。 

 

 

 

 



前文 
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各条項の運用状況  

 

 

前文 

私たちは，今日に至るまで互いに協力し，話合いを積み重ねながら，困難を乗り越え，夢をかた

ちにするために，地域に根ざし，さらには地域を越えて，教育や福祉，環境をはじめ，様々な分野

における自治の充実を図ってきました。 

そして今，自ら課題に取り組む市民が，新たな公共の担い手として，お互いに，また事業者や市

と連携して取組を広げながら豊中の自治の力を高めようと努めています。 

また，それぞれの自治体には，地方自治制度の大きな改革の流れの中で，憲法の掲げる地方自

治の本旨の実現に向けて，独自の創意工夫により自己決定，自己責任による自治を充実させてい

くことが求められています。 

私たちは，年齢や性別，国籍などの違いを問わず，多様な個性を持った人々がお互いの人権を

尊重しながら，平和に共存・共生する持続可能な地域社会を築いていくために，一人ひとりが持て

る力を十分に発揮していきたいと考えます。 

こうした認識に立って，私たちは， 

自分の住むまちに関心を持ち， 

まちの課題を自らの課題として受け止め， 

情報を共有し， 

お互いを尊重しながら話合いを積み重ね， 

よって，まちの課題に対して， 

より良い解決方法を見つけ出し， 

責任を持って実行していく 

ことを旨として行動することを決意します。 

ここに私たちは，市民主体のまちづくりを進めることにより，市民自治を発展させ，次の世代に伝

えていくため，この条例を制定します。 

 

 

≪趣旨≫ 
自治基本条例制定への決意を明らかにしたもので、各条文を解釈する際のよりどころとなるも

のです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治基本条例制定への決意を明らかにしたものであるため、運用状況の検討の対象

外としています。 



第１章 総則 

第１条 目的 

第２条 自治の基本原則 
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≪趣旨≫ 
（第１条） 

自治基本条例の目的を明らかにしたものです。 

 

（第２条） 

自治の基本原則として、「情報共有」「参画」「協働」の三つを定めるとともに、それを踏まえて、

地域の課題を「だれが」「どのように」担うのかについて、あり方を定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

第１条 目的  第２条 自治の基本原則 

（目的） 
第１条 この条例は，市民主権の理念にのっとり，自治の基本原則及び自治の主体のあり方

を明らかにするとともに，その主体間における参画と協働の原則を定めることにより，自己

決定，自己責任による自治の運営を実現し，もって自立した豊かな地域社会の創造に資する

ことを目的とする。 

 

（自治の基本原則） 
第２条 自治は，次に掲げる基本原則に即して推進されなければならない。 

 (１) 情報共有の原則 市民，事業者及び市は，市政に関する情報を共有すること。 

 (２) 参画の原則 市民及び事業者の参画の下で市政が行われること。 

 (３) 協働の原則 市民，事業者及び市は，互いを理解し，尊重し，対等な立場で連携し

て課題に取り組むこと。 

２ 地域の課題は，地域の特性に応じて市民及び事業者が解決に向けた取組を担うととも

に，市がその取組に必要な施策を実施することにより解決を図るものとする。 

 

自治基本条例の目的、基本原則を規定している条項であるため、運用状況の検討の

対象外としています。 



第２章 自治の主体 

第３条 市民の権利 

第４条 市民の責務 

第５条 事業者の責務 
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≪趣旨≫ 
（第３条） 

自治の主体として市民が有する権利と、その権利行使のあり方について定めるものです。 

 

（第４条） 

市民の権利行使に伴う責務について定めるものです。 

 

（第５条） 

事業者にも地域社会の一員としての責務があることを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 自治の主体 

第３条 市民の権利  第４条 市民の責務  第５条 事業者の責務 

（市民の権利） 
第３条 市民は，市政に参画する権利を有する。 

２ 市民は，市政に参画する権利を行使するに当たっては，公共の視点に立つとともに，他

の市民の市政に参画する権利に配慮しなければならない。 

３ 市民は，市政に参画し，又は参画しないことを理由として不利益な取扱いを受けない。 

 

（市民の責務） 
第４条 市民は，地域の課題に関心を持ち，事業者及び市と協力して，その解決に向けた取

組に努めなければならない。 

 

（事業者の責務） 
第５条 事業者は，自らも地域社会の一員であることを自覚し，市民及び市と協力して，地

域の課題の解決に向けた取組に努めなければならない。 

 

権利、責務を規定している条項であるため、運用状況の検討の対象外としています。 



第２章 自治の主体 

第６条 市議会の権限等 

第７条 市議会の責務 

第８条 市議会議員の責務 

5 

 

≪趣旨≫ 
（第６条） 

市議会の果たすべき機能を定めるとともに、その機能を果たすため市議会が有する権限を、

地方自治法の規定を参考に定めるものです。 

市長は、執行機関としての機能が法律上も明確に位置付けられているため、権限規定を置

くことで十分ですが、議会については、一定の事件を議決するほか、いわゆる二元代表制の下

で市長の事務執行を監視、けん制するなど、多元的な機能を有しているため、単に権限規定

を置くだけでは不十分であると考え、特にその機能に関する規定を置いたものです。 

市議会の権限については、すでに地方自治法に定めがありますが、自治基本条例に位置

付けることで、豊中市の自治の基本をなす法規範であることを改めて示そうとするものです。 

 

（第７条） 

市議会の責務について定めるものです。 

 

（第８条） 

市議会議員の責務について定めるものです。 

個々の議員が、市民の代表として誠実に職務を行い、審議能力の一層の向上を図ること

によって、全体としての市議会の権限等および責務がより良く果たされるという考え方に立つ

ものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６条 市議会の権限等  第７条 市議会の責務 

第８条 市議会議員の責務 

（市議会の権限等） 
第６条 市議会は，市民の代表による意思決定機関として，市の政策形成並びに市政運営の

監視及びけん制に係る機能を果たすものとする。 

２ 市議会は，条例の制定及び改廃，予算，決算の認定等の議決並びに市の事務に関する検

査及び監査の請求等の権限を有する。 

 

（市議会の責務） 
第７条 市議会は，市民意思の反映を図るため，前条第２項に規定する権限を効果的に行使

するよう努めなければならない。 

２ 市議会は，市民への説明責任を果たすため，積極的な情報提供その他の施策により開か

れた議会運営に努めなければならない。 

 

（市議会議員の責務） 
第８条 市議会議員は，市民の代表として，前２条に規定する市議会の権限等及び責務がよ

り良く果たされるよう，誠実に職務を遂行するとともに，自ら審議能力の向上を図るよう努

めなければならない。 



第２章 自治の主体 

第６条 市議会の権限等 

第７条 市議会の責務 

第８条 市議会議員の責務 
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○条例の制定・改廃、予算及び決算の認定等を審査し、議決 

地方自治法第９６条第 1 項の規定に定める議決事件を議決、同条第 2 項の規

定に基づき、豊中市総合計画の基本構想の議決に関する条例の制定及び基本

構想の議決 

 

○議会改革の検討・実施 

「議会改革等検討委員会」を設置、本会議・委員会の運営、議会の情報化等に

ついて継続的に検討。 

豊中市議会における出産に伴う会議の欠席に関する細則の策定、政務活動費

の領収書の公開、議員定数の 2人削減を決定（次期一般選挙から） 

 

○市議会常任委員会のインターネット中継の実施を決定 

インターネット配信による市議会常任委員会のライブ・録画中継の平成 30 年 7

月臨時会からの実施を決定 

     

○市議会ホームページの充実 

市議会ホームページにある「市議会の日程」「政務活動費」「議会交際費」な

ど、コンテンツの内容を充実 

 

○議会報の発行 

市議会からの情報発信の充実・強化を図り、市議会への市民の関心を高める

ため、市広報（広報とよなか）と合冊で発行していた「とよなか市議会のうごき」につ

いて、平成 30年 10月号から別冊での発行を決定 

 

○調査活動の実施 

市議会議員の審議能力及び政策力の向上を図るため、調査活動を実施 

       

○一般質問における一問一答方式の施行等 

議会での質問において、わかりやすい議会運営という観点から、平成 28 年度

から一般質問における一問一答方式と一括質問一括答弁方式の選択制を本格

実施、平成 29 年度から特別職以外の説明員の自席答弁を導入、代表質問にお

ける一問一答方式と一括質問一括答弁方式の選択制を試行 

≪４年間の取組み≫ 



第２章 自治の主体 

第６条 市議会の権限等 

第７条 市議会の責務 

第８条 市議会議員の責務 
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今後も、条例に規定される市議会の権限や責務、市議会議員の責務に則り、市民の

信託を受けた機関・代表として、また自治の主体として、市民主権の理念のもとでの自

治の実現に向けて役割を担っていきます。 

～今後の方向性～ 



第２章 自治の主体 

第９条 市長の権限 

第１０条 市長の責務 
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第９条 市長の権限 第１０条 市長の責務 

（市長の権限） 
第９条 市長は，市の執行機関として，事務を管理するとともに執行する権限を有する。 

２ 市長は，市を統轄し，これを代表する。 

 

（市長の責務） 
第１０条 市長は，市民の信託に誠実にこたえるため，政策を実現するための施策及び計画

を策定し，人員，予算その他の資源を適切に配分して，その推進に努めなければならない。 

２ 市長は，市民への説明責任を果たすため，前項の施策及び計画の推進状況を毎年公表し

なければならない。 

 

≪趣旨≫ 

（第９条） 

市長が有する権限を、地方自治法の規定を参考に定めるものです。 

市長の権限については、すでに地方自治法に定めがありますが、自治基本条例に位置付け

ることで、豊中市の自治の基本をなす法規範であることを改めて示そうとするものです。 

 

（第１０条） 

市長の責務について定めるものです。 

本条は、選挙の際に公約を掲げて当選し就任した市長が、有権者である市民の信託にこた

え説明責任を果たすべきであるとの観点から、本来は政治の問題として取り扱われるべきとの

考え方もあるなかで、あえて設定した経過があります。従って、拘束性の強い規定とはせずに、

努力義務にとどめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○公約を基本政策として位置付け（平成２６年度）、進捗状況の公表（平成２７年度～） 

公約を行政施策として、５つの基本政策に基づく 61 の政策項目に組み立て、重点的に予

算措置。特に、重点的・優先的に進める項目を「3 つのプロジェクト」として位置づけ。61 の政

策項目および「3つのプロジェクト」について毎年 4月に進捗状況を公表 

 

◎行財政運営方針の策定（平成２６年度～）および中期行財政運営方針の策定（平成２８

年度） 

  行財政運営基盤を充実・強化するため、平成 26年度から単年度の行財政運営方針を、

平成 28年 7月には中期行財政運営方針（平成 29年度～平成 32年度）を策定 

≪４年間の取組み≫ 



第２章 自治の主体 

第９条 市長の権限 

第１０条 市長の責務 
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〔参考データ〕 

（出典）政策企画部 企画調整課（平成 27年度開始）                                               

    

 H26 H27 H28 H29 

基本政策の進捗度（％） ― 72 84 95 

基本政策

の 

進捗状況 

（項目数） 

A（順調に進んでいる） ― 8 24 48 

B（概ね順調に進んで

いる） 
― 38 36 13 

C（順調な進捗に向け

て取組中） 
― 15 1 0 

D（調査・検討段階） ― 0 0 0 

E（未着手） ― 0 0 0 

計 ― 61 61 61 

 

今後も引き続き、条例に規定する権限と責務をふまえ、条例が掲げる市民主権の理

念のもとでの自治の実現に向けて、市民への説明責任を果たしながら、政策の実現に

向けて取組んでいきます。 

～今後の方向性～ 



第２章 自治の主体 

第９条 市長の権限 

第１０条 市長の責務 
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第１１条 職員の責務 

第１１条 職員は，全体の奉仕者として適法かつ公正に職務を遂行し，その能力の向上を図

るとともに，市民自治を推進するため，最大限にこれを発揮するよう努めなければならな

い。 

 

≪趣旨≫ 

（第１１条） 

市職員の責務について定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

責務を規定し、具体的な取組みについて規定していない条項であるため、運用状況

の検討の対象外としています。 



第３章 自治の運営 

第１２条 地域自治 
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≪趣旨≫ 
地域における自治を推進するための組織の形成や活動、それに対する市の措置について

定めるものです。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 自治の運営 

第１２条 地域自治 

第１２条 市民及び事業者は，地域における自治を推進するための組織（以下この条におい

て「地域自治組織」という。）を自主的に形成することができる。 

２ 地域自治組織は，地域の安全，教育，福祉，環境その他の課題について協議し，その結

果を踏まえ，協力，連携及び相互支援を図りながら解決に向けて取り組み，地域自治の発

展に寄与するよう努めるものとする。 

３ 市は，地域自治組織の形成及び活動を支援するため，地域における人材の育成，助成，

情報の提供その他必要な措置を講じなければならない。 

４ 市は，施策の決定及び実施に当たっては，関係する地域自治組織の意思を反映するため，

必要な措置を講じなければならない。 

 

○豊中市地域自治推進条例に基づく地域自治システムの運用 

地域自治の理念や原則、地域自治組織の要件等を規定する「地域自治推進条

例」に基づき、地域と市が協働で地域課題の解決に総合的に取り組むための制度

である地域自治システムによる、地域自治の取組みを本格的に開始 

◎地域自治推進条例施行後 3年間の運用状況の検討（平成２６年度） 

地域自治の推進状況等については、振り返りを行い、取組みの成果と課題、今

後の方向性等について報告書を作成 

≪４年間の取組み≫ 



第３章 自治の運営  

第１２条 地域自治 
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〔参考データ〕 

（出典）市民協働部 コミュニティ政策課     
 

 

 

 H26 H27 H28 H29 

地域自治組織の数（団体） 3 6 7 7 

地域自治組織設立に向けた 

検討を開始した組織の数（団体） 
0 2 3 1 

地域づくり活動計画策定を実施した 

組織の数（団体） 
－ － 0 1 

 

地域の特色を生かした、それぞれの地域ならではの取組みを促進し、地域自治の実現

をめざします。 

また、認定を受けた地域自治組織に対して、地域の将来像の実現に向けて総合的およ

び計画的に活動していくための「地域づくり活動計画」の策定を支援します。 

～今後の方向性～ 



第３章 自治の運営 

第１３条 市政運営の基本原則 
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第１３条 市政運営の基本原則 

第１３条 市は，市政運営に当たっては，市民及び事業者の負担に基づくものであることに

かんがみ，最大限に効率性を発揮して行わなければならない。 

２ 市は，市民の視点で公正な市政運営を推進し，市民の権利利益の保護を図らなければな

らない。 

３ 市は，市政運営の透明性の向上を図り，市民から信頼される開かれた市政を推進しなけ

ればならない。 

 

≪趣旨≫ 
市政運営における基本原則を定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原則を規定している条項であるため、運用状況の検討の対象外としています。 



第３章 自治の運営  

第１４条 総合計画 
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第１４条 総合計画 

第１４条 市は，事務を処理するに当たっては，総合的かつ計画的な行政運営を図るため， 

基本構想，基本計画及び実施計画を内容とする総合計画を定め，これに即して行うように 

しなければならない。 

２ 市は，特定の施策に係る計画を定めようとするときは，前項の総合計画に適合するよう 

にしなければならない。 

 

≪趣旨≫ 

市は、総合計画を策定し、これに即した事務処理を行うべきこと、各分野の計画は総合計画

に適合して策定すべきことを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３次総合計画後期基本計画実施計画（平成２６年度～平成２９年度）の策定 

第３次総合計画後期基本計画（計画期間 平成 23年度～平成 32年度）に基づく実

施計画を毎年策定 

 

◎第４次総合計画基本構想・前期基本計画の策定（平成２９年度） 

第 4 次総合計画基本構想（平成 30 年度～平成 39 年度）と第４次総合計画前期

基本計画（平成 30年度～平成 34年度）を策定 

 

○各分野別計画の策定 

平成 26年度策定の「こどもすこやか育みプラン・とよなか」、「豊中市総合的な空き

家対策基本方針」、平成 28 年度策定の「豊中市地域包括ケアシステム推進基本方

針」、「第 2次豊中市 DV対策基本計画」、平成 29年度策定の「第 3次豊中市環境

基本計画」、「豊中市公共施設等総合管理計画」など、総合計画に基づく各分野の

計画を策定 

≪４年間の取組み≫ 



第３章 自治の運営 

第１４条 総合計画 
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〔参考データ〕 

（出典）政策企画部 企画調整課   

 

 

 

 

 H26 H27 H28 H29 

実施計画に位置づけられている各種分野別計

画の数（件） 
67 69 66 71 

第３次総合計画後期基本計画に基づく事業の

数（件） 
1803 1833 1777 1715 

 

これまで、平成 13年度に策定した「第 3次豊中市総合計画（目標年度：平成 32年

度（2020 年度））のもと、市民・事業者・行政が協働・連携しながら、まちの将来像の実

現に向けて取り組んできました。 

この間、本市においては、大規模住宅の建替えなどにより人口は増加傾向にある

ものの、少子高齢化や世帯人数の減少は進行し続けており、また、ライフスタイルの

多様化や子育ち・子育て環境の充実、都市の活力向上などの課題が顕在化してきま

した。 

こうした環境の変化に対応するため、第 3 次豊中市総合計画の目標年度を前倒し

して平成 29年度に策定した「第 4次豊中市総合計画前期基本計画」に基づき、今後

もまちづくりを進めていきます。 

～今後の方向性～ 



第３章 自治の運営  

第１５条 行政組織 
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第１５条 行政組織 

第１５条 市は，行政組織の編成に当たっては，社会経済情勢の変化に迅速かつ柔軟に対応 

するため，事務及び事業の運営が簡素かつ効率的なものとなるようにするとともに，相互 

の連携が保たれるように十分配慮しなければならない。 

 

≪趣旨≫ 

行政組織について、市は、社会経済情勢の変化に対応するため、簡素で効率的な編

成、相互の連携の確保に配慮すべきことを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会経済情勢の変化や複雑化、多様化、高度化する行政需要に、迅速かつ的確に対応

するとともに、新たな基本政策に基づく取組みを着実に推進するための組織体制の構築を

進めます。 

 

～今後の方向性～ 

 

○各部局の改編 

文化、芸術、スポーツ、都市間交流、空港、産業振興など様々な地域資源を活用

して定住・交流人口の獲得に向けた施策に一体的に取り組むため都市活力部を設置

するなど必要に応じて組織の改編を実施 

◎組織構造の見直し（平成２７年度） 

「センター」を廃止、「室」は課に統一し、部(局)―課―係の３階層の組織構 

造に簡素化 

◎複数の課の所管する事務事業を一体的に推進する担当長の設置（平成２７年度） 

複数の課において横断的な連携と総合調整のもと、一体的に事務事業を推進する 

担当長を設置 

≪４年間の取組み≫ 



第３章 自治の運営 

第１５条 行政組織 
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〔参考データ〕 

（出典）政策企画部 企画調整課  

※1 市立豊中病院の医療部門を除きます。 

※2 部には「監」、「会計管理者」を含みます。 

※3 室には「センター」を含みます。 

 

 

 

 H26 H27 H28 H29 

行政機構数※1 

部※2 21 21 21 21 

室※3 51 - - - 

課 76 116 116 115 

係 154 293 288 282 

班 - - 87 87 

チーム 58 - - - 

グループ 144 - - - 



第３章 自治の運営  

第１６条 行政手続 
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第１６条 行政手続 

第１６条 市は，行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り，市民の権利利益の保

護に資するよう，行政手続について必要な措置を講じなければならない。 

 

≪趣旨≫ 

市は、行政手続の整備を図ることによって、市民の権利利益の保護に努めるべきことを定める

ものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○行政手続条例の運用 

条例に基づき、市の行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、市民の

権利利益を保護 

≪４年間の取組み≫ 

 

 
行政不服審査法（平成２８年度施行）及び行政手続法（平成２７年度施行）の趣旨を踏ま

え、引き続き、より公正で透明な手続きの整備を進めることにより、市民の権利利益の保護を

図り、市民から信頼される公正な行政運営を行います。 

～今後の方向性～ 



第３章 自治の運営 

第１７条 政策法務 
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第１７条 政策法務 

第１７条 市は，法令等の調査研究を重ね，自主的かつ適正な解釈及び運用を行うことによ

り，自主立法権等を活用する政策法務の推進を図らなければならない。 

 

≪趣旨≫ 

市は、自主条例の制定などの政策法務の推進を図るべきことを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考データ〕 

（出典）総務部 法務・コンプライアンス課

 H26 H27 H28 H29 

独自条例の数（「委任条例に独自部分を含

む条例」を含む）（件） 
21 23 23 23 

政策法務に関する庁内研修の実施回数

（回） 
18 16 15 14 

法務主任設置人数（人） 42 43 42 40 

 

 

○政策法務研修の定期的な実施 

職員の政策法務能力向上のため、政策法務研修および法制執務研修、地方自治

法研修等を実施 

 

◎例規の一部改正の新旧対照方式への移行（平成２８年度） 

市民の市政参加及び本市における政策法務の一層の推進並びに業務改善を図る

ため、例規の一部改正の方式を見直し、新旧対照表方式へ移行 

 

≪４年間の取組み≫ 

 

 

自治立法権等を積極的に活用し、市独自の政策を実現するため、さらに研修等を充

実させ、各部局職員の法務能力の向上を図っていきます。 

～今後の方向性～ 



第３章 自治の運営  

第１８条 法令遵守 
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第１８条 法令遵守 

第１８条 市は，市政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため，法令等を誠実に

遵守するとともに，公正な職務執行を確保するための必要な措置を講じなければならな

い。 

 

≪趣旨≫ 
市は、市政運営にあたっては、法令等を誠実に遵守するとともに、公正な職務執行を確

保するため、庁内体制の整備や対応手順の作成などの措置を講じるべきことを定めるも

のです。 

これにより、法令等を誠実に遵守して仕事を進める仕組みを確立しようとするもので

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎コンプライアンス基本方針の策定（平成２６年度） 

   市民の信頼と期待に応える市政運営を進めるために必要となるコンプライアン

スについての考え方の明確化を図り、コンプライアンスに関して職員が意識すべ

き行動規範を策定 

 

○不当要求行為等対策要綱の運用 

要綱に基づき、職員の安全及び事務事業の公正かつ適正な執行を確保 

 

○市政に対する提言等の報告等に関する要綱の運用 

要綱に基づき、一定の公職にある者等からの市政の運営に関する提言等

に対し、迅速かつ的確に処理 

 

○内部公益通報に関する事務要綱の運用 

要綱に基づき、職員等からの公益通報を適切に処理 

 

○不当要求防止責任者の配置 

「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」に基づき、不当要求

防止責任者を庁内全部局に配置 

 

≪４年間の取組み≫ 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9A%B4%E5%8A%9B%E5%9B%A3%E5%93%A1%E3%81%AB%E3%82%88%E3%82%8B%E4%B8%8D%E5%BD%93%E3%81%AA%E8%A1%8C%E7%82%BA%E3%81%AE%E9%98%B2%E6%AD%A2%E7%AD%89%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%B3%95%E5%BE%8B


第３章 自治の運営 

第１８条 法令遵守 
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〔参考データ〕 

（出典）総務部 法務・コンプライアン課 

 

  H26 H27 H28 H29 

不当要求行為等の件数（件） 2 1 1 1 

市政に対する提言等の報告件数（件） 0 0 0 0 

内部公益通報の件数（件） 0 0 0 0 

 

市民や公職者から要望を受けた際に、その経過を記録し情報公開の対象とすること

により、違法または不当な要求が行われることを未然に抑止するとともに、実際にそうし

た要求を受けた場合には、組織として毅然とした対応を図ることが必要です。 

今後も職員が提言や不当要求等に対して的確に事務処理できるよう、また、職場内

の法令違反行為の発生を防止する観点から、公益通報が行えるよう、研修等を通じて

要綱等の浸透を図るとともに、適切な運用に努めます。 

～今後の方向性～ 



第３章 自治の運営                

第１９条 情報公開及び個人情報の保護 
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第１９条 情報公開及び個人情報の保護 

第１９条 市は，市政に関する情報について，市民及び事業者との共有を図るため，情報公

開を総合的に推進しなければならない。 

２ 市は，個人の権利利益を保護し，信頼される市政を推進するため，個人情報の保護に

関し必要な措置を講じなければならない。 

 

≪趣旨≫ 
市政に関する情報の公開を総合的に推進すべきこと、個人情報の保護に関し必要な措置を講じるべき

ことを定めるものです。 

 

 

 

〔参考データ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○豊中市情報公開条例の運用 

条例に基づき、市民への説明責任を果たすため、情報公開請求に基づく行政文

書の開示などの手続きを運用 

 

○豊中市個人情報保護条例の運用 

条例に基づき、個人情報の保護を推進 

 

○市政情報の発信 

「広報とよなか」のほか、ホームページや Facebookなどの多様な媒体や報道機関

への情報提供を通じて、市民へ市政情報を発信 

 

情報公開については、開かれた市政運営の促進のために、広報の充実とともに、各

部局が保有するさまざまなデータ等の一層の有効活用を図り、有効な行政情報を市民

にわかりやすく公開・提供することにより、市民との情報共有を図ります。 

個人情報の保護については、今後、さらに個人情報の流出・盗難などを未然に防止

するとともにマニュアルの整備や研修を進め、個人情報保護強化に努めていく必要が

あります。 

～今後の方向性～ 

≪４年間の取組み≫ 



第３章 自治の運営 

第１９条 情報公開及び個人情報の保護 
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〔参考データ〕 

 （出典）政策企画部 広報広聴課    

                     

 

 

 H26 H27 H28 H29 

市政情報コーナー配架資料数（件） 10,644 10,846 11,048 11,269 

市が保有する個人に関する情報の本人から

の請求件数（件） 
99 102 124 113 

                                         （出典）総務部 情報政策課 

 

 H26 H27 H28 H29 

報道機関に対する情報提供数（件） 405 549 546 587 

ホームページへのアクセス件数（件） 6,920,714 6,876,170 7,833,852 12,179,975 



第３章 自治の運営  

第２０条 行政評価 

24 

第２０条 行政評価 

第２０条 市は，主要な施策の効果を自ら評価し，その結果を当該施策に適切に反映させな

ければならない。この場合において，施策の効果は，当該施策の特性に応じた合理的な手

法を用い，できる限り定量的に把握しなければならない。 

２ 市は，前項の規定により評価を実施したときは，速やかにその結果を公表する。この場

合において，市は，評価の結果について市民の意見を聴くため，必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

≪趣旨≫ 

行政評価について、施策の効果をできる限り定量的に把握し、評価結果を当該施策に適切

に反映させるべきこと、評価の結果に対して市民の意見を聴くために必要な措置を講じるべ

きことを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○政策評価・事務事業評価の実施 

第３次総合計画後期基本計画に位置づく施策および事務事業の評価を実施し、

結果を公表 

 

○政策評価委員会の運営 

政策評価の適正な運用と改善及び客観性の向上を図るために、評価の方法や施

策指標の設定状況等について検証する委員会を運営 

≪４年間の取組み≫ 

 

成果重視の行政運営、職員間の目的・課題の共有および市民への説明責任の確保

を目的として、毎年度行政評価を実施していきます。 

～今後の方向性～ 



第３章 自治の運営 

第２０条 行政評価 
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〔参考データ〕 

 

（出典）総務部 行政総務課    

 

 

（出典）政策企画部 企画調整課   

  

 

 H26 H27 H28 H29 

事務事業

評価結果 

(項目数) 

現状のまま継続 1338 1331 1351 1255 

拡充の方向で検討 46 51 17 27 

縮小の方向で検討 24 20 12 19 

完了・廃止の方向で検討 26 43 33 28 

完了・廃止の方向で検討 

（事業の単位の見直し等に 

よるもの） 

4 4 2 0 

完了・廃止 71 66 66 32 

完了・廃止 

（事業の単位の見直し等に 

よるもの） 

27 17 23 7 

計 1536 1532 1504 1368 

 H26 H27 H28 H29 

政策評価 

結果 

（項目数） 

A（順調に進んでいる） 19 17 21 23 

B（概ね順調に進んでいる） 45 49 45 43 

C（やや進捗が遅れている） 2 0 0 0 

D（進捗が遅れている） 0 0 0 0 

計 66 66 66 66 



第３章 自治の運営  

第２１条 人材育成 

26 

第２１条 人材育成 

第２１条 市は，職務に対する高い意欲及び能力を持った職員を育成するため，総合的かつ

計画的に人材育成に係る施策を実施しなければならない。 

 

≪趣旨≫ 
市職員の人材育成について定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人材育成基本方針改定に向けた検討 

豊中市を担う職員の育成を総合的・計画的に進めるにあたっての指針である「人

材育成基本方針」の改定に向けた検討 

 

○人事制度の推進 

職員の主体的な能力向上への取組みを通じて監督職員の自覚を高めるため、

係長級・技能長昇格前研修、係長級昇格試験・技能長昇格試験制度を導入・実施 

また、採用説明会の実施、人事評価・職務状況報告書の対象者拡大、人事評 

価結果の給与反映の実施など、めざすべき職員の資質をもった人材を確保し、 

能力を最大限に発揮できるための人事制度の推進 

 

≪４年間の取組み≫ 



第３章 自治の運営 

第２１条 人材育成 
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〔参考データ〕 

（出典）総務部 人事課 

  H26 H27 H28 H29 

市主催研修の実施件数（件） 71 62 59 64 

常勤職員のうち市主催研修を受講した人の

割合（％） 
38.4 36.6 36.1 31.8 

 

『「市民視点」「未来志向」「チームプレー」で質の高い市民サービスをめざす職員』、

『だれもが“住んでみたい”“住み続けたい”と思えるまちづくりを推進する職員』を職員の

めざすべきすがたとして、人材育成基本方針に基づく取り組みを実施していきます。 

～今後の方向性～ 



第３章 自治の運営  

第２２条 財政運営 
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第２２条 財政運営 

第２２条 市は，計画的かつ健全な財政運営を図るため，資産及び負債，行政コストその他

多様な指標により財政状況を的確に把握するとともに，社会経済情勢の動向を踏まえた中

期的な財政見通しを作成しなければならない。 

２ 市は，前項の財政状況及び財政見通しを作成したときは，速やかに公表する。 

 

≪趣旨≫ 

財政運営について、市は、財政状況を的確に把握するとともに、中期的な見通しを立て

ること、また、それらを公表することを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎歳入確保に係る基本方針の改定（平成２７年度） 

平成 24 年度に策定した「歳入確保に係る基本方針」の中間総括・中間見直しを

行い、課題に対応するため同方針を改定 

○市民への財政状況の周知 

固定資産台帳を整備し、平成 28 年度決算の新・財務諸表を「とよなかのお財布

事情」として公表 

◎中期的な財政目標の設定（平成２８年度） 

中長期的に安定した財政運営を図るため、「中期行財政運営方針」の中で、財政

目標を設定 

 

≪４年間の取組み≫ 

 

今後とも、「行財政運営方針」及び「とよなかのお財布事情」において本市の財政状

況を明らかにしながら、将来の健全な財政運営につなげていきます。 

また、総合計画等に基づく中長期的な視点による計画的な財政運営を通じて、持続

可能な財政基盤の構築と将来世代に負担を先送りしない財政規律の確立を図ってい

きます。 

～今後の方向性～ 



第３章 自治の運営 

第２２条 財政運営 
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〔参考データ〕 

（出典）財務部 財政課 

 

 

 H26 H27 H28 H29 

決算における経常収支比率（％） 93.2 90.8 94.7 93.5 

決算における財政調整基金の残高

（千円） 
3,057,657 4,273,680 4,027,369 3,932,308 



第３章 自治の運営  

第２３条 危機管理 
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第２３条 危機管理 

第２３条 市は，危機事象の発生に備え，総合的かつ機動的な活動を行うことができる体制

等を整備するとともに，その対応に当たっては，市民及び事業者と連携を図らなければなら

ない。 

 

≪趣旨≫ 
危機管理について、危機事象の発生に備えた体制等を整備するとともに、市民、事業者

と連携して対応を図るべきことを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引き続き、災害備蓄物資の適正な配置と管理や学校施設等の防災機能の充実、災害時に

迅速・的確に対応できる行政力の向上、自主防災活動への支援の充実を図ります。 

～今後の方向性～ 

 

◎見守りカメラの設置（平成２８年度～平成２９年度） 

小学校区ごとに地域説明会と設置場所の選定にかかるワークショップを実施し、1230台の

カメラを設置 

 

○小学校区単位の自主防災活動への支援 

校区単位での自主防災活動に対する支援を継続するとともに、地域の防災リーダーの育

成を目的として防災市民講座を開催 

 

≪４年間の取組み≫ 



第３章 自治の運営 

第２３条 危機管理 
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〔参考データ〕 

   （出典）危機管理課  

 

  H26 H27 H28 H29 

とよなか同報通信システム子局設置数

（箇所） 
60 60 62 62 

消防防災協力事業所登録件数（件） 316 336 348 372 

自主防災組織の組織率（％） 78.3 82.1 78.4 81.0 



第３章 自治の運営  

第２３条 危機管理 
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≪趣旨≫ 
参画における原則について定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 参画と協働 

第２４条 参画における原則 

第２４条 市は，幅広い市民及び事業者の参画を得て市政を推進するため，施策の企画，実

施，評価及び改善の過程において，多様な手段による参画の機会を設けるよう努めなけれ

ばならない。 

２ 市は，前項に規定する目的を達するため，必要な情報を適時に，かつ，適切な方法で市

民及び事業者に提供するよう努めなければならない。 

３ 市は，市政への参画に関する市民及び事業者の意見，要望等については，適切に対処し

なければならない。 

 

原則を規定している条項であるため、運用状況の検討の対象外としています。 



第４章 参画と協働 

第２５条 意見公募手続 

 

33 

 

≪趣旨≫ 
意見公募手続を整備すべきことを定めるものです。 

「参画における原則」（第２４条）を具体化した制度の一つとして定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考データ〕 

（出典）政策企画部 広報広聴課 

 

 

 

 

 

第２５条 意見公募手続 

第２５条 市は，市の基本的な制度又は事項を定める条例，計画等を策定するに当たっては，

市民及び事業者から意見の提出を受け，提出された意見を考慮して意思決定を行うため，意

見公募手続を整備しなければならない。 

 H26 H27 H28 H29 

意見公募手続（パブリックコメント）実施

案件数（件） 
24 24 19 40 

意見公募手続（パブリックコメント）にお

ける提出意見数（件） 
346 173 85 379 

 

○豊中市意見公募手続に関する条例の運用 

条例に基づき、市民の市政への参画を促進するとともに、計画等の形成過程にお

ける公正の確保と透明性の向上を図り、市民自治の進展を推進 

≪４年間の取組み≫ 

 

市民生活に関わりの深い案件などについて、より多くの意見を得られるよう、案件の周

知や意見の収集方法について工夫するなど、対策を講じていきます。 

～今後の方向性～ 



第４章 参画と協働     

第２５条 意見公募手続 
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第２６条 審査会等の委員の選任 

第２６条 市は，審査会，審議会，協議会等（次項において「審査会等」という。）の委員を

選任するに当たっては，男女の構成比率，年齢等に留意し，幅広い市民及び事業者の参画

に配慮した委員構成となるよう努めなければならない。 

２ 市は，審査会等の委員の全部又は一部を公募する。ただし，法令等に特別の定めがある

ときその他やむを得ない理由があるときは，この限りでない。 

 

≪趣旨≫ 
審査会、審議会、協議会等の委員の選任について定めるものです。 

「意見公募手続」（第２５条）と並んで「参画における原則」（第２４条）を具体化した制度の一つで

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考データ〕 

（出典） ※１ 人権政策課 

※2 総務部 行政総務課 

 H26 H27 H28 H29 

審議会等における女性委員の割合（％）※1 27.8 29.2 27.7 28.3 

公募を行っている審議会の割合（％）※2 57.6 59.2 58.5 58.5 

 

○市の審議会等への女性委員の参画拡大に向けた取組み 

「審議会等への女性委員の参画促進要綱」を審議会の事務局を持つ各課に配

布するなど、女性委員の参画拡大を周知 

 

○審議会等委員の選任に関する指針に基づく審議会等委員の市民公募 

平成１４年に策定した「審議会等委員の選任に関する指針」に基づき、市民公募

枠を常に確保して、行政の様々な局面における幅広い市民参画を推進 

 

審議会等委員の市民公募に関する要領にしたがって市民公募を進めています。今

後も、市民の市政への関心が高まるよう PRを進めていきます。 

また、市民が参加する意義を感じられるよう、市民の視点に応じた審議会の運営を考

えていきます。 

～今後の方向性～ 

≪４年間の取組み≫ 



第４章 参画と協働     

第２７条 協働における原則 
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第２７条 協働における原則 

第２７条 市民，事業者及び市は，それぞれ互いに協働しようとするときは，次に掲げる基

本原則に基づき行わなければならない。 

 (１) 対等な立場に立ち，相互に理解を深めること。 

 (２) 目的を共有するとともに，協働の企画，実施，評価及び改善の過程並びにその成果

を公開すること。市にあっては，これらの情報を適時に，かつ，適切な方法で公開す

ること。 

２ 市は，前項に定めるもののほか，市民及び事業者と協働するに当たっては，これらの者

の自発性及び自主性を尊重しなければならない。 

 

≪趣旨≫ 
協働における原則について定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原則を規定している条項であるため、運用状況の検討の対象外としています。 



第４章 参画と協働    

第２８条 協働の推進 

36 

第２８条 協働の推進 

第２８条 市は，市民，事業者及び市との間における協働を進めるため，その仕組みづくり

その他必要な施策を実施しなければならない。 

 

≪趣旨≫ 
市は、協働を推進するために必要な施策を実施すべきことを定めるものです。 

「協働における原則」（第２７条）を具体化するための制度を定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎協働の取組状況調査の実施（平成２８年度～） 

市民公益活動推進委員会からの市民公益活動推進条例に基づく制度の見直し等についての

答申（平成２７年８月）を踏まえ、さらなる協働の推進につなげるため、全庁的な協働の取り組み状

況調査を実施 

 
○協働推進本部会議体制による施策の推進及び協働推進員研修の実施 

市民公益活動及び地域自治の総合的かつ計画的な推進を図るための全庁的な体制である

協働推進本部会議における課題の検討、連絡調整等や、全課に配置する協働推進員を対象と

する研修を毎年度実施 

≪４年間の取組み≫ 

 

市民公益活動推進委員会の答申を踏まえ、制度や運用の改善並びに新たな取組みを引き続き

進めるとともに、市民・職員の協働についての理解をさらに深めます。 

併せて、「豊中市における協働の文化づくり事業」（協働事業市民提案制度により成案化、平成

３０年度から実施）を通じ、市民団体と協働で、これまでの協働事例や現状の制度についての検証

等を進めます。 

～今後の方向性～ 



第４章 参画と協働     

第２８条 協働の推進 
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〔参考データ〕 

（出典）市民協働部 コミュニティ政策課 

 

 

 H26 H27 H28 H29 

協働事業市民提案制度に基づき

成案化した事業数 

 

１ 

 

 

１ 

 

 

０ 

 

 

１ 

 

提案公募型委託制度を活用した

契約件数 

 

２ 

 

 

４ 

 

 

４ 

 

 

１ 

 



第４章 参画と協働          

第２９条 パートナーシップ協定 
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第２９条 パートナーシップ協定 

第２９条 市民，事業者及び市は，協働によるまちづくりを進めるため，計画の策定，実施

又は評価の過程において，相互の役割，責務等を定めた協定（次項において「パートナー

シップ協定」という。）を締結することができる。 

２ 市民，事業者及び市は，パートナーシップ協定に定める内容を誠実に履行しなければな

らない。 

 

≪趣旨≫ 
市民、事業者、市の三者が協働してまちづくりを進めるため、計画の策定、実施、評価の過

程において、相互の役割、責務等を定めた一種の契約である「パートナーシップ協定」を締結

することができることを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○コラボひろばと屋上庭園の運営に関するパートナーシップ協定に基づく取組みの推進 

千里文化センター「コラボ」において、市民と行政が協働し、コラボひろば及び屋上庭園の活

性化事業を実施するための協定に基づく取組みを推進 

 

 

≪４年間の取組み≫ 

 

これまで本市では、上記の取組みのほか、「公園・緑道における自主管理協定制度」や「アダ

プト活動」など、地域の団体等との協働の取組みを進めてきました。 

今後も、それぞれの取組みの経緯や内容を鑑みながら、各々の状況に応じた方法により、市

民、事業者との協働を進めていきます。 

～今後の方向性～ 



第５章 市民投票 

第３０条 市民投票 

39 

 

≪趣旨≫ 
市民投票について、市民投票の実施請求権とその成立要件、対象事項、投票権、投票結

果の尊重義務を定め、いわゆる「常設型」の市民投票を定めるものです。 

自治基本条例において、市民、住民を表す言葉としては、基本的に「市民」を用いています。

このため、住民投票ではなく、「市民投票」としたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考データ〕 

（出典）豊中市ホームページ  

第５章 市民投票 
第３０条 市民投票 

第３０条 市内に住所を有する満１８歳以上の者（外国人を含む。第３項において同じ。）

は，将来にわたって市に重大な影響を及ぼすと考えられる事項に関し，その総数の６分の

１以上の者の連署をもって，市長に対し市民投票の実施を請求することができる。 

２ 市長は，前項の規定による請求があったときは，市民投票を実施しなければならない。 

３ 市民投票の投票権を有する者は，市内に住所を有する満１８歳以上の者とする。 

４ 市長及び市議会は，市民投票の結果を尊重しなければならない。 

５ 市民投票の実施に関する手続その他必要な事項は，別に条例で定める。 

 平成 30年 3月 1日現在 

請求資格者の総数（人） 

【市に 3 ヶ月以上在住している、18歳以上

の市民の総数（外国人含む）】 

335,632 

市民投票実施請求に必要な署名数（人） 

【請求資格者の総数の 6分の 1の数】 
55,939 

 

○市民投票制度等について市ホームページにて周知 

市民投票の対象事項および市民投票実施請求に必要な署名数の参考数値を 

   市ホームページにて周知 

≪４年間の取組み≫ 

 

この制度は、市民の意思を直接市政に表明する権利を保障するしくみの一つであり、

その他の制度も含め、市民参画のまちづくりを進めていきます。 

～今後の方向性～ 
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第６章 国又は他の地方公共団体との連携 
第３１条 国又は他の地方公共団体との連携 

第３１条 市は，共通する課題を解決するため，国，大阪府又は他の地方公共団体と相互に

連携を図りながら協力するものとする。 

 

 

≪趣旨≫ 
共通する課題については、国や大阪府など他の自治体と連携しながら、協力して解決を図

っていくよう努めるべきことを定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎北摂地区７市３町による公立図書館広域利用の実施（平成２９年度） 

図書館の広域利用サービスにより、市民の利便性の向上と地域の文化交流を 

推進 

 

◎池田市と消防指令業務の共同運用及び能勢町の消防事務の受託開始（平成２７年度） 

消防業務の高度化や複雑多様化に対応していくため、豊中市・池田市・能勢町におい

て、消防相互の応援体制を図ることについて確認書を締結 

 

◎福島県須賀川市・福島県玉川村・岩手県陸前高田市、熊本県菊陽町と災害時相互応

援協定を締結（平成２６年度～平成２８年度） 

東日本大震災直後および熊本地震における被災地への支援を継続的に実施 

≪４年間の取組み≫ 



第６章 国又は他の地方公共団体との連携 

第３２条 国又は他の地方公共団体との連携 
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〔参考データ〕 

（出典）政策企画部 企画調整課 

 

  H26 H27 H28 H29 

豊中市民が広域的に利用できる公共施設

の数（箇所） 
432 432 433 461 

他の市町村と協働で実施している事業の

数（件） 
130 133 134 141 

 

平成 24 年 4月の中核市移行により、大阪府から保健所の運営をはじめとした多くの

権限の移譲を受け、本市の責任は拡大しました。さらに、今後も地方分権は進展するこ

とが予想されます。 

これらの状況をふまえ、広域的に対応しなければならない、あるいは、対応するほう

が効率的である課題を見極めながら、引き続き、広域での連携・協力を進めていきま

す。 

～今後の方向性～ 



第７章 この条例の位置付け   

第３２条 この条例の位置付け 
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第７章 この条例の位置付け 
第３２条 この条例の位置付け 

第３２条 この条例は，自治の基本を定めるものであり，市民，事業者及び市は，誠実にこ

れを遵守しなければならない。 

２ 市は，条例の制定及び改廃，法令等の解釈及び運用並びに市政運営に当たっては，この

条例の趣旨を最大限に尊重しなければならない。 

 

≪趣旨≫ 
自治基本条例の位置付けについて、市民、事業者、市の遵守義務と、市政運営にあたっての

最大限の尊重義務を定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条例の位置付けを規定している条項であるため、運用状況の検討の対象外としてい

ます。 
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附則 

１ この条例は，平成１９年４月１日から施行する。ただし，第３０条の規定は，同条第５

項の条例の施行の日から施行する。 

２ 市長は，市民自治の推進状況，社会経済情勢の変化等を勘案し，この条例の施行後３年

以内に，運用状況について検討を加えなければならない。この場合において，市民及び事

業者は，市長に対して，この条例の運用状況及び見直しについて意見を述べることができ

る。 

３ 市長は，前項の検討の結果を公表するとともに，その結果に基づき，必要な措置を講じ

なければならない。 

 

≪趣旨≫ 
自治基本条例の施行日、施行後３年以内の運用状況の検討と、その際の市民、事業者からの

運用状況や見直しについての意見、検討結果への市の対処方法を定めるものです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則の趣旨に則り、今回の運用状況の検討も行っています。 
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豊中市自治基本条例（平成１９年豊中市条例第４号） 

 

目 次 

 前 文 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 自治の主体 

  第１節 市民及び事業者（第３条－第５条） 

  第２節 市議会（第６条－第８条） 

  第３節 行政機関（第９条－第１１条） 

 第３章 自治の運営 

  第１節 地域（第１２条） 

  第２節 市政（第１３条－第２３条） 

 第４章 参画と協働 

  第１節 参画（第２４条－第２６条） 

  第２節 協働（第２７条－第２９条） 

 第５章 市民投票（第３０条） 

 第６章 国又は他の地方公共団体との連携（第３１条） 

 第７章 この条例の位置付け（第３２条） 

 附 則 

 

 私たちは，今日に至るまで互いに協力し，話合いを積み重ねながら，困難を乗り越

え，夢をかたちにするために，地域に根ざし，さらには地域を越えて，教育や福祉，環

境をはじめ，様々な分野における自治の充実を図ってきました。 

 そして今，自ら課題に取り組む市民が，新たな公共の担い手として，お互いに，また

事業者や市と連携して取組を広げながら豊中の自治の力を高めようと努めています。 

 また，それぞれの自治体には，地方自治制度の大きな改革の流れの中で，憲法の

掲げる地方自治の本旨の実現に向けて，独自の創意工夫により自己決定，自己責任

による自治を充実させていくことが求められています。 

 私たちは，年齢や性別，国籍などの違いを問わず，多様な個性を持った人々がお互

いの人権を尊重しながら，平和に共存・共生する持続可能な地域社会を築いていくた

めに，一人ひとりが持てる力を十分に発揮していきたいと考えます。 

 こうした認識に立って，私たちは，  

  自分の住むまちに関心を持ち， 

  まちの課題を自らの課題として受け止め， 

  情報を共有し， 

  お互いを尊重しながら話合いを積み重ね， 

  よって，まちの課題に対して， 

  より良い解決方法を見つけ出し， 

  責任を持って実行していく 

 ことを旨として行動することを決意します。 

 ここに私たちは，市民主体のまちづくりを進めることにより，市民自治を発展させ，次

の世代に伝えていくため，この条例を制定します。 
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第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この条例は，市民主権の理念にのっとり，自治の基本原則及び自治の主体

のあり方を明らかにするとともに，その主体間における参画と協働の原則を定めるこ

とにより，自己決定，自己責任による自治の運営を実現し，もって自立した豊かな地

域社会の創造に資することを目的とする。 

 

（自治の基本原則） 

第２条 自治は，次に掲げる基本原則に即して推進されなければならない。 

 (1) 情報共有の原則 市民，事業者及び市は，市政に関する情報を共有すること。 

 (2) 参画の原則 市民及び事業者の参画の下で市政が行われること。 

 (3) 協働の原則 市民，事業者及び市は，互いを理解し，尊重し，対等な立場で連

携して課題に取り組むこと。 

２ 地域の課題は，地域の特性に応じて市民及び事業者が解決に向けた取組を担うと

ともに，市がその取組に必要な施策を実施することにより解決を図るものとする。 

 

第２章 自治の主体 

 

 第１節 市民及び事業者 

 

（市民の権利） 

第３条 市民は，市政に参画する権利を有する。 

２ 市民は，市政に参画する権利を行使するに当たっては，公共の視点に立つととも

に，他の市民の市政に参画する権利に配慮しなければならない。 

３ 市民は，市政に参画し，又は参画しないことを理由として不利益な取扱いを受けな

い。 

 

（市民の責務） 

第４条 市民は，地域の課題に関心を持ち，事業者及び市と協力して，その解決に

向けた取組に努めなければならない。 

 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は，自らも地域社会の一員であることを自覚し，市民及び市と協力し

て，地域の課題の解決に向けた取組に努めなければならない。 

 

 第２節 市議会 

 

（市議会の権限等） 

第６条 市議会は，市民の代表による意思決定機関として，市の政策形成並びに市

政運営の監視及びけん制に係る機能を果たすものとする。 

２ 市議会は，条例の制定及び改廃，予算，決算の認定等の議決並びに市の事務に
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関する検査及び監査の請求等の権限を有する。 

 

（市議会の責務） 

第７条 市議会は，市民意思の反映を図るため，前条第２項に規定する権限を効果

的に行使するよう努めなければならない。 

２ 市議会は，市民への説明責任を果たすため，積極的な情報提供その他の施策に

より開かれた議会運営に努めなければならない。 

 

（市議会議員の責務） 

第８条 市議会議員は，市民の代表として，前２条に規定する市議会の権限等及び

責務がより良く果たされるよう，誠実に職務を遂行するとともに，自ら審議能力の向

上を図るよう努めなければならない。 

 

 第３節 行政機関 

 

（市長の権限） 

第９条 市長は，市の執行機関として，事務を管理するとともに執行する権限を有す

る。 

２ 市長は，市を統轄し，これを代表する。 

 

（市長の責務） 

第１０条 市長は，市民の信託に誠実にこたえるため，政策を実現するための施策

及び計画を策定し，人員，予算その他の資源を適切に配分して，その推進に努め

なければならない。 

２ 市長は，市民への説明責任を果たすため，前項の施策及び計画の推進状況を毎

年公表しなければならない。 

 

（職員の責務） 

第１１条 職員は，全体の奉仕者として適法かつ公正に職務を遂行し，その能力の

向上を図るとともに，市民自治を推進するため，最大限にこれを発揮するよう努めな

ければならない。 

 

第３章 自治の運営 

 

 第１節 地域 

 

（地域自治） 

第１２条 市民及び事業者は，地域における自治を推進するための組織（以下この

条において「地域自治組織」という。）を自主的に形成することができる。 

２ 地域自治組織は，地域の安全，教育，福祉，環境その他の課題について協議し，

その結果を踏まえ，協力，連携及び相互支援を図りながら解決に向けて取り組み，

地域自治の発展に寄与するよう努めるものとする。 
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３ 市は，地域自治組織の形成及び活動を支援するため，地域における人材の育成，

助成，情報の提供その他必要な措置を講じなければならない。 

４ 市は，施策の決定及び実施に当たっては，関係する地域自治組織の意思を反映

するため，必要な措置を講じなければならない。 

 

 第２節 市政 

 

（市政運営の基本原則） 

第１３条 市は，市政運営に当たっては，市民及び事業者の負担に基づくものである

ことにかんがみ，最大限に効率性を発揮して行わなければならない。 

２ 市は，市民の視点で公正な市政運営を推進し，市民の権利利益の保護を図らなけ

ればならない。 

３ 市は，市政運営の透明性の向上を図り，市民から信頼される開かれた市政を推進

しなければならない。 

 

（総合計画） 

第１４条 市は，事務を処理するに当たっては，総合的かつ計画的な行政運営を図

るため，基本構想，基本計画及び実施計画を内容とする総合計画を定め，これに

即して行うようにしなければならない。 

２ 市は，特定の施策に係る計画を定めようとするときは，前項の総合計画に適合する

ようにしなければならない。 

 

（行政組織） 

第１５条 市は，行政組織の編成に当たっては，社会経済情勢の変化に迅速かつ柔

軟に対応するため，事務及び事業の運営が簡素かつ効率的なものとなるようにする

とともに，相互の連携が保たれるように十分配慮しなければならない。 

 

（行政手続） 

第１６条 市は，行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り，市民の権利

利益の保護に資するよう，行政手続について必要な措置を講じなければならない。 

 

（政策法務） 

第１７条 市は，法令等の調査研究を重ね，自主的かつ適正な解釈及び運用を行う

ことにより，自主立法権等を活用する政策法務の推進を図らなければならない。 

 

（法令遵守） 

第１８条 市は，市政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため，法令等

を誠実に遵守するとともに，公正な職務執行を確保するための必要な措置を講じな

ければならない。 

 

（情報公開及び個人情報の保護） 

第１９条 市は，市政に関する情報について，市民及び事業者との共有を図るため，
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情報公開を総合的に推進しなければならない。 

２ 市は，個人の権利利益を保護し，信頼される市政を推進するため，個人情報の保

護に関し必要な措置を講じなければならない。 

 

（行政評価） 

第２０条 市は，主要な施策の効果を自ら評価し，その結果を当該施策に適切に反

映させなければならない。この場合において，施策の効果は，当該施策の特性に応

じた合理的な手法を用い，できる限り定量的に把握しなければならない。 

２ 市は，前項の規定により評価を実施したときは，速やかにその結果を公表する。こ

の場合において，市は，評価の結果について市民の意見を聴くため，必要な措置

を講じなければならない。 

 

（人材育成） 

第２１条 市は，職務に対する高い意欲及び能力を持った職員を育成するため，総

合的かつ計画的に人材育成に係る施策を実施しなければならない。 

 

（財政運営） 

第２２条 市は，計画的かつ健全な財政運営を図るため，資産及び負債，行政コスト

その他多様な指標により財政状況を的確に把握するとともに，社会経済情勢の動

向を踏まえた中期的な財政見通しを作成しなければならない。 

２ 市は，前項の財政状況及び財政見通しを作成したときは，速やかに公表する。 

 

（危機管理） 

第２３条 市は，危機事象の発生に備え，総合的かつ機動的な活動を行うことができ

る体制等を整備するとともに，その対応に当たっては，市民及び事業者と連携を図

らなければならない。 

 

第４章 参画と協働 

 

 第１節 参画 

 

（参画における原則） 

第２４条 市は，幅広い市民及び事業者の参画を得て市政を推進するため，施策の

企画，実施，評価及び改善の過程において，多様な手段による参画の機会を設け

るよう努めなければならない。 

２ 市は，前項に規定する目的を達するため，必要な情報を適時に，かつ，適切な方

法で市民及び事業者に提供するよう努めなければならない。 

３ 市は，市政への参画に関する市民及び事業者の意見，要望等については，適切

に対処しなければならない。 

 

（意見公募手続） 

第２５条 市は，市の基本的な制度又は事項を定める条例，計画等を策定するに当
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たっては，市民及び事業者から意見の提出を受け，提出された意見を考慮して意

思決定を行うため，意見公募手続を整備しなければならない。 

 

（審査会等の委員の選任） 

第２６条 市は，審査会，審議会，協議会等（次項において「審査会等」という。）の委

員を選任するに当たっては，男女の構成比率，年齢等に留意し，幅広い市民及び

事業者の参画に配慮した委員構成となるよう努めなければならない。 

２ 市は，審査会等の委員の全部又は一部を公募する。ただし，法令等に特別の定め

があるときその他やむを得ない理由があるときは，この限りでない。 

 

 第２節 協働 

 

（協働における原則） 

第２７条 市民，事業者及び市は，それぞれ互いに協働しようとするときは，次に掲

げる基本原則に基づき行わなければならない。 

 (1) 対等な立場に立ち，相互に理解を深めること。 

 (2) 目的を共有するとともに，協働の企画，実施，評価及び改善の過程並びにその

成果を公開すること。市にあっては，これらの情報を適時に，かつ，適切な方法で

公開すること。 

２ 市は，前項に定めるもののほか，市民及び事業者と協働するに当たっては，これら

の者の自発性及び自主性を尊重しなければならない。 

 

（協働の推進） 

第２８条 市は，市民，事業者及び市との間における協働を進めるため，その仕組み

づくりその他必要な施策を実施しなければならない。 

 

（パートナーシップ協定） 

第２９条 市民，事業者及び市は，協働によるまちづくりを進めるため，計画の策定，

実施又は評価の過程において，相互の役割，責務等を定めた協定（次項において

「パートナーシップ協定」という。）を締結することができる。 

２ 市民，事業者及び市は，パートナーシップ協定に定める内容を誠実に履行しなけ

ればならない。 

 

第５章 市民投票 

 

（市民投票） 

第３０条 市内に住所を有する満１８歳以上の者（外国人を含む。第３項において同

じ。）は，将来にわたって市に重大な影響を及ぼすと考えられる事項に関し，その総

数の６分の１以上の者の連署をもって，市長に対し市民投票の実施を請求すること

ができる。 

２ 市長は，前項の規定による請求があったときは，市民投票を実施しなければならな

い。 
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３ 市民投票の投票権を有する者は，市内に住所を有する満 

１８歳以上の者とする。 

４ 市長及び市議会は，市民投票の結果を尊重しなければならない。 

５ 市民投票の実施に関する手続その他必要な事項は，別に条例で定める。 

 

第６章 国又は他の地方公共団体との連携 

 

（国又は他の地方公共団体との連携） 

第３１条 市は，共通する課題を解決するため，国，大阪府又は他の地方公共団体

と相互に連携を図りながら協力するものとする。 

 

第７章 この条例の位置付け 

 

（この条例の位置付け） 

第３２条 この条例は，自治の基本を定めるものであり，市民，事業者及び市は，誠

実にこれを遵守しなければならない。 

２ 市は，条例の制定及び改廃，法令等の解釈及び運用並びに市政運営に当たって

は，この条例の趣旨を最大限に尊重しなければならない。 

 

附 則 

 

１ この条例は，平成１９年４月１日から施行する。ただし，第３０条の規定は，同条第５

項の条例の施行の日から施行する。 

２ 市長は，市民自治の推進状況，社会経済情勢の変化等を勘案し，この条例の施行

後３年以内に，運用状況について検討を加えなければならない。この場合におい

て，市民及び事業者は，市長に対して，この条例の運用状況及び見直しについて

意見を述べることができる。 

３ 市長は，前項の検討の結果を公表するとともに，その結果に基づき，必要な措置を

講じなければならない。
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